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Abstract

　Resolution of an ultrasonic diagnostic image can be improved by increasing acoustic pressure of broadband 

diagnostic ultrasound. However, the instantaneous acoustic pressure cannot exceed a regulatory limitation to 

ensure the safety of patients. In order to use the instantaneous acoustic pressure as high as possible, its precise 

and practical measurement techniques are necessary. It was found that the National Metrology Institute of Ja-

pan should undertake the following two technical issues: development of the precise measurement techniques 

on the instantaneous acoustic pressure of broadband ultrasound by using frequency response of hydrophone 

sensitivity, and development of calibration technique on phase response of hydrophone sensitivity. Regarding 

the former issue, the NMIJ is going to work on quantitative and systematic evaluation of the influence of signal 

processing methods used for measuring the instantaneous acoustic pressure on its measured value. In terms of 

the latter issue, the NMIJ intends to develop a primary calibration method by using optical heterodyne detec-

tion. The NMIJ is also planning to undertake development of a secondary calibration method by using a series 

of tone-burst waves as an input signal to the ultrasonic transducer. 

1．はじめに

超音波診断装置（以降，診断装置と呼ぶ）は超音波を
人体に照射し，体内の生体組織や臓器からの反射波を検
出・映像化して診断を行う医用機器である．超音波によ
る診断は一般に侵襲性が低く，またリアルタイムで観察
できるため医療現場で広く普及している．診断法の一つ
であるパルスエコー法では，中心周波数が 0.5  MHz～
15  MHz程度で，1 波から 2 波程度のバースト波からな

る広帯域超音波を体内へ照射し，生体組織などからの反
射波を用いて診断を行う．図 1に，超音波診断で最も多
く利用されている表示法である，Bモード  †1 で診断画像
を得るための原理を示す．体内に照射した超音波が音響
的性質の異なる媒質中を伝搬するとき，その境界で超音
波の一部が反射し，残りが透過する．Bモードでは，信
号として観測される反射波の時刻と強度を，診断画像に
おける体表面から反射位置までの距離と輝度にそれぞれ
対応させて表示している．超音波ビームを走査しながら

 †1  Bは Brightness（輝度）から．＊ 工学計測標準研究部門材料強度標準研究グループ
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観測信号を Bモードで表示することで体内の断層画像
を得ている 1）．
超音波による診断は X線や放射線を用いる方法に比

べ安全だと認識されているが，超音波のエネルギーが必
要以上に大きくなれば生体組織の損傷のリスクが高ま
る．このため従来から超音波の出力に関して生体への安
全性評価指標が導入され，指標の上限値で規制が行われ
ている  2）．超音波の安全性指標の一つである MI

（Mechanical index）は超音波の照射に伴う生体への機
械的作用の程度を表し，超音波の瞬時音圧（超音波の伝
搬によりある点に瞬間的に生じる，静圧からの圧力変
動）の負のピーク値（以降，ピーク負音圧   †2 と呼ぶ）に
比例する 3）．我が国ではMIの上限値（MI  ≦  1.9）が医
薬品医療機器等法   †3 の基本要件として診断装置の適合
性チェックリストに規定されており，これを根拠として
超音波の出力が規制されている．
一方，診断画像の画質向上のニーズに応えるべく，診
断装置メーカは S/N（信号対雑音比）を改善できる大
きな音圧の利用を進めている．図 2 に，Bモード走査時
における超音波瞬時音圧のピーク負音圧に関する調査報
告を示す  4）．図 2 の棒グラフは，調査対象となった診断
装置の振動子から出力される最大のピーク負音圧の分布

 †2 超音波照射による音響キャビテーション（強力な超音
波の照射により微細な気泡が多数発生する現象）の発
生に関わるパラメータである．MIは，生体組織での超
音波減衰を考慮して減じたピーク負音圧（単位 : MPa）
を pr, α，超音波中心周波数（単位 : MHz）を fcとすれば，
MI＝pr, α /√fcとして算出される．

 †3  医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安全性の確保
等に関する法律．2014 年 11 月 25 日に旧薬事法が大幅
改正され，現在の名称となった．

を表し，その上端と下端はその分布における最大値と最
小値を示している．また，横線は各分布の平均値を表し
ている．図2は，生体組織での超音波減衰を考慮しない，
すなわち最大の音圧が観測される条件下での計測結果を
表示している．この調査報告から確認できるように，診
断用超音波のピーク負音圧の平均値は 20 年間で約 2 倍
に増加している 4）．また 2010 年には，生体組織での超
音波減衰を考慮しない条件下でのMIについて診断装置
メーカが公表している数値の調査が行われ，Bモード走
査時には最大 1.7，平均 1.25 に相当する超音波が出力さ
れていると報告された  5）．この結果に安全マージンとし
て瞬時音圧の測定の不確かさを考慮すると，診断時の利
用音圧は上限目前であることが示唆される．前述の通
り，診断装置は広帯域超音波を利用しているが，現行規
格で規定されている瞬時音圧の測定法は正弦波のような
狭帯域超音波を想定しているため，広帯域超音波の瞬時
音圧を精密に測定することは原理的に難しい．1990 年
から 2000 年頃までは診断装置から照射される超音波の
利用音圧がMI ＝ 1.9 に相当する音圧よりも十分小さく，
瞬時音圧の測定の不確かさの改善は特段必要ではなかっ
た．しかし 2010 年以降は利用音圧が増加しMI＝ 1.9 に
相当する音圧との差が縮まったため，現行の瞬時音圧の
測定方法に起因する不確かさの影響を無視することはで
きなくなってきた．このため，さらに上限値に近い大き
な音圧を安全に利用することは難しい．診断時の安全性
確保と診断装置の性能向上の両立は診断装置メーカに
とって喫緊の課題であり，広帯域超音波の瞬時音圧をこ
れまで以上に精密測定できる新たな技術が必要とされて
いる．
本稿では，診断用広帯域超音波の瞬時音圧の精密測定
に関する技術的課題について，他国の国家計量標準機関
（NMI; National Metrology Institute）等における研究開
発の動向を調査した．その結果明らかとなった 2つの技
術的課題と，その解決のために産業技術総合研究所 計
量 標 準 総 合 セ ン タ ー（NMIJ; National Metrology 

Institute of Japan）が今後取り組むべき開発の方針につ
いて報告する．

2．診断用広帯域超音波の瞬時音圧測定法

2. 1 ハイドロホン及びハイドロホン感度
診断装置のプローブから照射される超音波の瞬時音圧
の測定は，音響的特性が生体組織と近い水の中で行い，
音圧センサとしてハイドロホンを用いる．ハイドロホン
の多くは圧電材料の圧電効果を利用して，超音波の音圧

図 1　Bモードによる超音波診断画像取得の原理．
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を電気信号へ変換するものである．ハイドロホンはその
用途や目的に応じて様々な形状のものが市販され，例え
ば，膜厚が 9  μmから 25  μm 程度の PVDF †4 フィルムを
円形の枠で固定したメンブレン型（図 3（a））や，直径
が0.04  mmから4  mm程度のPVDFやPZT  †5を金属ロッ
ド部先端に取り付けたニードル型（図 3（b））等がある．
メンブレン型やニードル型のハイドロホンは主に診断用
超音波の音場測定に利用されている．メンブレン型は高
価であるが，後述するようにハイドロホン感度の周波数
依存性が他の型式のハイドロホンよりも小さいことか
ら，音場の精密測定に適している．ニードル型はメンブ
レン型よりも安価で小型なため，メンブレン型では測定
できない狭い空間での音場測定に適している．またこの
他に，超音波の照射により直径 10 μm程度の光ファイ
バの先端の屈折率が変化することを利用した，光ファイ
バ型のハイドロホンも利用されている．光ファイバ型は
圧電材料を用いるハイドロホンに比べ高強度な超音波に
対する堅牢性が高いため，治療用超音波などの強力超音
波の音場測定に利用されている 6）．
ハイドロホンの受波面における超音波音圧に対するハ
イドロホン出力電圧の比をハイドロホン感度と呼び，ハ
イドロホン感度が既知であれば，出力電圧から音圧を算
出できる．tを時間，fを周波数として，超音波の瞬時音

 †4  ポリフッ化ビニリデン（Polyvinylidene difluoride）の略．
 †5  チタン酸ジルコン酸鉛 Pb(Zr,Ti)O 3．

圧 p(t)とハイドロホン出力電圧 u(t)のフーリエ変換を
それぞれ P( f )＝F{p(t)}，U( f )＝F{u(t)}とすれば，ハイ
ドロホン感度M( f )は周波数領域で，

 M( f )＝U( f )―――
P( f )

, （1）

と表される．M( f )は周波数特性を有し，複素数で表現
される．M( f )の絶対値 |M( f )|をハイドロホン感度の
振幅特性（単位：V/Pa）と呼び，周波数毎の入力音圧
に対する出力電圧の比を表す．また M( f )の偏角
arg{M( f )}をハイドロホン感度の位相特性（単位：rad）
と呼び，周波数毎の入力音圧に対する出力電圧の位相の
進みまたは遅れを表す．

2. 2  現行法による超音波瞬時音圧の測定法とその問題
点，及び NMIJ が今後取り組むべき技術的課題

診断装置の超音波プローブから出力される超音波の瞬
時音圧の測定方法は，IEC (International Electrotechnical 

Commission)により IEC 62127-1 として規定され，超音
波の瞬時音圧 p(t)は，

図 2 Bモード走査時に診断装置から出力される超音波瞬
時音圧のピーク負音圧に関する調査報告 4）（文献 4 の
表 3.3 及び表 3.4 に示された値をプロットして表示
した）．全ての統計データは水中における測定値で
あり，生体組織での減衰は考慮されていない．図中
の棒グラフの上端と下端はそれぞれ最大値と最小値
を示し，横線は平均値を示す．また，nは対象となっ
た診断装置の数を表す．

図 3 診断用超音波向けハイドロホンの一例．（a）メンブ
レン型，（b）ニードル型．

(a) 

(b) 
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p(t)＝ u(t)―――
|M( f c)|

, （2）

と算出される（以降，この方法を現行法と呼ぶ） 7）．た
だし，|M( f c)|はハイドロホンの出力電圧スペクトルの
中心周波数 f  cにおけるハイドロホン感度の振幅特性であ
る．しかしながら現行法では，診断用広帯域超音波の瞬
時音圧の測定に限界がある．一例として，ニードルハイ
ドロホンとメンブレンハイドロホンを用いて現行法で算
出される広帯域超音波瞬時音圧の測定結果を図 4 に示
す．またニードルハイドロホンとメンブレンハイドロホ
ンで観測される出力電圧スペクトルとハイドロホン感度
を図 5に示す．図 4から，瞬時音圧の測定に用いるハイ
ドロホン以外は全て同一条件で測定しているにも関わら
ず，測定される瞬時音圧がハイドロホンによって異なる
ことがわかる．ピーク負音圧付近及びピーク正音圧（瞬
時音圧の正のピーク値）付近の拡大図を図 4（a）及び
図 4（b）に示しているが，この測定例ではピーク負音
圧に約 15％，ピーク正音圧に約 12％の差が生じた．こ
の差は，以下で説明するように現行法が狭帯域超音波を
想定した瞬時音圧の算出法であるためと考えられる．
図 5（a）に示した，2つのハイドロホンで観測される

出力電圧スペクトルはいずれも同じ音場中の同じ位置で
観測されたものである．しかし図 5（b）及び（c）に示
したハイドロホン感度の周波数特性の違いの影響（以
降，単に感度の影響と呼ぶ）を受けるため，観測される
スペクトルの形状は異なってくる．それにもかかわら
ず，現行法では式（2）を用いて出力電圧スペクトルの

中心周波数（ここでは f  c＝ 3.5  MHz）の感度振幅特性だ
けで瞬時音圧を算出しており，ハイドロホン感度の影響
を考慮していない．広帯域超音波の瞬時音圧をこれまで
以上に精密に測定するには新たな技術が必要となること
がわかる．
この調査により明らかになった，NMIJが今後取り組

むべき技術的課題は次の通りである．
�ハイドロホン感度の影響を考慮した広帯域超音波瞬
時音圧の精密測定技術の開発
�ハイドロホン感度位相特性の校正技術の開発

3． ハイドロホン感度の周波数特性の影響を考慮した広
帯域超音波瞬時音圧の精密測定技術に関する各国の
研究開発動向

前述したように，現行法ではハイドロホン出力電圧ス
ペクトルの中心周波数におけるハイドロホン感度の振幅

図 5 広帯域超音波瞬時音圧の測定に用いるハイドロホン
感度の周波数特性の一例；（a）出力電圧スペクトル
（最大値となる中心周波数 f  c＝3.5  MHzのスペクト
ルで正規化），（b）ハイドロホン感度振幅特性，（c）
ハイドロホン感度位相特性．

図 4 現行法による広帯域超音波瞬時音圧の測定結果とそ
の拡大図．（a）ピーク負音圧付近，（b）ピーク正音
圧付近．
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特性のみを用いていたため，算出される瞬時音圧がハイ
ドロホンにより異なる点が問題であった．本章では 1つ
目の技術的課題として挙げている，ハイドロホン感度の
影響を考慮した広帯域超音波瞬時音圧の精密測定技術
（以降，精密法と呼ぶ）について，各国の研究機関にお
ける取り組みを調査した．調査結果を踏まえ，本課題に
対する NMIJの開発方針を述べる．

3. 1 精密法による広帯域超音波瞬時音圧の測定法
診断装置で用いられているパルス状の広帯域超音波の
瞬時音圧を精密に測定する場合には，式（2）に代わり
次式，

p(t)＝F  －1[ U( f )―――
M( f ) ], （3）

を用いる方法が提案されている 8） ，9）．ここでF －1は逆フー
リエ変換の演算子である．精密法では，下記の手順 I.～
III.により瞬時音圧が算出される．

I.  ハイドロホン出力電圧 u(t)をフーリエ変換し，出
力電圧スペクト U( f )を算出する．

II.  U( f )/M( f )を計算する．すなわち，出力電圧の
振幅スペクトル |U( f )|とハイドロホン感度の振
幅特性 |M( f )|，及び出力電圧の位相スペクトル
arg{U( f )} とハイドロホン感度の位相特性
arg{M( f )}を用いて除算を行う．

III.  IIの計算結果を逆フーリエ変換し，瞬時音圧 p(t)

が得られる．
精密法ではハイドロホン感度の影響を考慮した瞬時音
圧が算出されるため，原理的には現行法よりも精密に広
帯域超音波の瞬時音圧を測定できるはずである．
しかし，精密法の先行研究においては，以下に示すよ
うに信号処理法の違いにより瞬時音圧がどの程度変化す
るのか，定量的評価が十分になされていない．具体的に
はまず，精密法はハイドロホン感度が周波数軸上で連続
的に既知であることを前提としているが，現実の測定で
は離離的にならざるを得ない．また，ハイドロホン感度
を校正できる周波数範囲には技術的な限界があり（通常
40  MHz以下），広帯域超音波の周波数帯域全てをカバー
できていないことが多い．そのため，ハイドロホン感度
の周波数特性に対する補間や出力電圧スペクトルに対す
る周波数フィルタリング等の信号処理を行うことで瞬時
音圧を算出している．精密法で求めた瞬時音圧の信頼性
を確保するためには，離散的かつ限られた周波数範囲で
得られた感度から，信号処理によって周波数範囲を拡張
してかつ連続的な感度を精密に得る方法を開発し，得ら
れた感度の不確かさを評価することが必要である．

3. 2 各国の研究機関における精密法の研究開発動向
精密法に関する初期の報告は，2004年にドイツのNMI

である PTB（Physikalisch-Technische Bundesanstalt）の
Wilkensらの研究グループと，英国のハイドロホンメー
カ Precision Acousticsの Hurrellの研究グループからな
された 8） ，9）．どちらもメンブレンハイドロホンとニード
ルハイドロホンを用い，現行法と精密法により算出され
る診断用広帯域超音波の瞬時音圧を比較した結果につい
て報告している．結論として，精密法で算出すれば 2つ
のハイドロホンによる瞬時音圧の波形は良く一致したと
報告している．加えて，現行法は瞬時音圧のピーク正音
圧を過大評価し，ピーク負音圧を過小評価する可能性が
あると言及している．
その後，精密法に関する研究は各国の NMIや研究機

関によって幾つか報告されている  10） -14）．例えば，米国
FDA（Food and Drug Administration  †6）のWearらは，
メンブレン型やニードル型，光ファイバ型等，感度や形
状が異なる複数のハイドロホンに対して現行法，精密法
及び感度の振幅特性のみを用いる方法でそれぞれ算出さ
れる瞬時音圧を比較した結果について報告している  10）．
現行法では超音波の安全性指標の算出の際に用いるパラ
メータ（ピーク正音圧及び負音圧，単位面積を単位時間
に通過する超音波エネルギー等．以降，これらを総称し
て波形パラメータと呼ぶ）の測定値がハイドロホンに
よってばらつくが，精密法ではばらつきを低減できるこ
とを確認している．さらにWearらがこの実験で確認し
た限りでは，ハイドロホン感度の振幅特性だけを用いて
も精密法と同様の結果が得られたと報告している．ま
た，精密法で行った信号処理として，ハイドロホン感度
の低周波領域における外挿と高周波領域におけるフィル
タリングについて言及している．低周波領域で感度を外
挿する場合，感度振幅特性については最低校正周波数に
おける校正値がそれ以下の周波数でも観測されると仮定
している．一方，感度位相特性については 0  Hzで位相
が 0  radになると仮定した上で，最低校正周波数におけ
る校正値との間を直線補間している．またローパスフィ
ルタとしてガウシアンフィルタを用い，感度の校正周波
数の上限を超える周波数成分を除去している．
また Hurrellらも精密法の信号処理法について，補間
と周波数フィルタ，ハイドロホン感度の低周波領域に対

 †6  食品や化粧品，薬品や医療機器等の認可・規制を行う
米国保健福祉省所管の政府機関．米国内で販売する超
音波診断装置の音響出力の上限値を定めており，その
上限値が事実上の世界標準となっている．
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する外挿に関する報告を行っている  13）.まず周波数間隔
が異なる 2種類の周波数列を用いてハイドロホン感度を
校正し，校正周波数間隔が粗いハイドロホン感度に対し
て複数の補間方法を適用した．次に校正周波数間隔が細
かいハイドロホン感度との周波数ごとの差が最小となる
最適化問題を解いた結果，3次スプライン等のなめらか
な区分多項式による補間法で良く一致したと報告してい
る．また，低周波領域における感度の外挿では FDAと
同様の方法を採用しているが，ニードルハイドロホンの
場合には低周波領域で感度が低下することを考慮して
0  Hzで振幅特性が 0  V/Paになるように外挿する方法を
提案している．さらに，ローパスフィルタとして通過帯
域が平坦なバタワースフィルタを採用し，そのカットオ
フ周波数は瞬時音圧スペクトルの最大値よりも 20  dB小
さい最低次スペクトルのピーク周波数とし，フィルタ次
数はカットオフの 2倍の周波数で 40  dB低減させるため
7次とすることを提案している．
信号処理法の検討以外のアプローチとして，Wearら

はハイドロホンを含む出力電圧スペクトルの測定系が最
小位相系   †7 とみなせる場合にハイドロホン感度の振幅
特性から位相特性を推定する手法を提案している（以
降，この方法を最小位相法と呼ぶ） 15）．最小位相法では，
測定系の周波数特性を A( f )としたときに位相特性 arg 

{A( f )}が Bodeのゲイン－位相の関係から，

arg{A( f )}＝－H{ln|A( f )|}, （4）

と表現できることを利用したものである．ただし，
|A( f )|は A( f )の振幅特性，Hはヒルベルト変換の演算
子を表す．Wearらは，形状や種類の異なる複数のハイ
ドロホンを用い，最小位相法により算出されるハイドロ
ホン感度の位相特性の推定値と実測値を比較した結果，
両者はよく一致したと報告している．Wearらが実験で
確認した限りでは，市販のハイドロホンを用いた多くの
測定系で最小位相系を仮定できる可能性があると言及し
ている．

3. 3  精密法による広帯域超音波瞬時音圧の精密測定技
術開発に対する NMIJ の方針

前述したように数多くの先行研究において，精密法に
より瞬時音圧を算出することで，現行法で問題となって
いたハイドロホン感度の周波数特性に起因する瞬時音圧
の波形パラメータのばらつきを低減できると報告されて

 †7 ある線形システムとその逆システムが因果的で安定で
あるとき，そのシステムを最小位相系と呼ぶ．

いる．しかしながら，先行研究ではハイドロホン感度の
校正周波数範囲内にローパスフィルタのカットオフ周波
数を設定し，感度の校正周波数範囲外となる高周波領域
の影響は全て無視してしまっており，この信号処理法の
影響は確認されていない．
そこで NMIJでは，精密法による瞬時音圧の測定で必
要となる信号処理法の影響について系統的に検討するこ
ととした．具体的には，ハイドロホン感度が既知の周波
数帯域における感度特性の補間法や，ハイドロホン出力
電圧に適用するローパスフィルタの形状，ならびにハイ
ドロホン感度が未知の周波数帯域における感度特性の外
挿法が検討対象になる．こうした信号処理法や個々のハ
イドロホン感度の周波数特性の違いが，波形パラメータ
に与える影響を定量的に評価する．NMIJでは特に，先
行研究で未検討であった，感度の高周波領域における外
挿に着目する．著者が行った予備実験によれば，高周波
領域の外挿法の違いによって瞬時音圧の波形パラメータ
が影響を受けることを確認している．予備実験の結果を
もとに，今後は上記 3つの信号処理法を組み合わせ，瞬
時音圧の不確かさが最小となる信号処理法を見出してい
く予定である．併せて，感度の周波数特性が異なる複数
のハイドロホンを用い，提案した信号処理法の有効性を
検証する．
また，最小位相法に関する先行研究では，ハイドロホ
ンを含む測定系を最小位相系とみなせる適用条件や，推
定されるハイドロホン感度の位相特性の不確かさなど，
まだ明らかになっていない点も多い．NMIJでは精密法
の信号処理法だけでなく，最小位相法についても技術課
題の解決に取り組んでいく予定である．

4． ハイドロホン感度の位相特性校正技術に関する各国
の研究開発動向

精密法により広帯域超音波の瞬時音圧を精密測定する
には，ハイドロホン感度の振幅特性と位相特性の両方と
も校正されている必要がある．2章で挙げた 2つ目の技
術的課題である，ハイドロホン感度位相特性の校正技術
を NMIJでも新たに開発するため，本章では他国 NMI

の研究開発状況について調査を行った．調査結果を踏ま
え，本課題に対する NMIJの開発方針を最後に述べる．

4. 1 ハイドロホン感度の校正に関する各国 NMI の現状
ハイドロホン感度の振幅特性の絶対校正法（1次校正

法）と，絶対校正された基準ハイドロホンとの比較校正
法（2 次校正法）が IEC 62127-2 に 規定されてい
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る 16） , †8．1 次校正法として，相互校正法，平面走査法及
びレーザ干渉計を用いた方法があり，それぞれの校正周
波数範囲は，相互校正法で 0.05  MHz ～15  MHz,平面走
査法で 0.5  MHz ～15  MHz,レーザ干渉計方式で 0.2  MHz

～40  MHzである．感度振幅特性の校正技術を開発して
いる NMI は NMIJ に加え，PTB, 英国 NPL（National 

Physical Laboratory）， 中 国 NIM（National Institute of 

Metrology），ブラジル INMETRO（Instituto Nacional de 

Metrologia, Qualidade e Tecnologia） 及 び ロ シ ア
VNIIFTRI（All-Russian Scientific Research Institute of 

Physical Technical Measurements, Rosstandart） で あ
る  18） ，19）．NMIJでは相互校正法で0.1  MHz～1  MHz,レー
ザ干渉計方式で 0.5  MHz～40  MHzの周波数範囲におけ
るハイドロホン感度振幅特性の絶対校正技術を開発して
いる．絶対校正した基準ハイドロホンとの比較校正によ
りユーザのハイドロホンを感度校正し，超音波標準とし
て供給している 20）-22）．また NPLをパイロット（幹事研
究所）とするハイドロホン感度振幅特性の国際比較  †9 が
2014 年から 2015 年にかけて行われ，その結果 NMIJの
校正能力に関する他国 NMIとの同等性が確認されてい
る 18）．
一方，ハイドロホン感度位相特性の校正技術に関する

 †8  相互校正法による絶対校正法は IEC 60565［文献 17）］
にも規定されている．

 †9  国際度量衡委員会（CIPM; Comité International des 
Poids et Mesures）管轄下の音響・超音波・振動諮問
委員会（CCAUV; Consultative Committee for Acoustics, 
Ultrasound and Vibration）が中心となって実施する
世界各国の NMIによる持ち回り試験のこと．2019 年
時点で，超音波パワーの校正が 3 回（CCAVU.U.K-
1, -3, -3.1），ハイドロホン感度振幅特性の校正が 2 回
（CCAVU.U.K-2, -4）行われている．

研究開発は振幅特性に比べると遅れており，2018 年末
時点で感度位相特性を標準供給している NMIは PTBと
NPLだけである．このため感度位相特性の校正方法は
IEC 62127-2 の付録に参考情報として記載されるにとど
まっており，具体的な方法は規格化されていない．また
標準を供給している両 NMI間においても国際比較によ
る妥当性の確認は行われていない．

4. 2 ハイドロホン感度位相特性の 1 次校正法
ハイドロホン感度の 1次校正では，まず，水中のある
位置における超音波音圧を絶対計測する．次に，音圧を
絶対計測した時と同じ位置に基準ハイドロホンを置き，
同じ音圧の超音波を基準ハイドロホンに照射して出力電
圧を計測する．これにより，式（1）を用いて基準ハイ

図 6 ハイドロホン感度の校正に用いる瞬時音圧の測定系
（左）及び光学多層膜センサの構造（右）；i＝0：ガ
ラス基板，i＝1,…,19：誘電材料層（H：高屈折率材，
L：低屈折率材，d i：物理的な膜厚，n i：屈折率），i
＝20：水．

表 1　ハイドロホン感度位相特性の 1次校正法の概要

6 

PTB NPL NMIJ

校正原理の概要 光学多層膜センサで多重

反射した干渉光の光強度

変化から瞬時音圧を算出 

非線形微分方程式に基づく音場シミュレーシ

ョンにより音圧振幅と位相を計算 

振動子の種類 集束型 集束型 
振動子入力信号 広帯域パルス 音圧シミュレーション: 正弦波 

ハイドロホン出力電圧測定: 正弦バースト波 
超音波音圧の大きさ MPaオーダ MPaオーダ

超音波の非線形伝搬 利用する 利用する 
校正項目 振幅特性，位相特性 振幅特性，位相特性 
各原理の校正周波数範囲 1 MHz～70 MHz [文献24)] 5 MHz～100 MHz [文献28)] 
校正周波数の選択 パルスの帯域内で任意 正弦バースト波の中心周波数に依存 

超音波を照射した薄膜の振動変

位から瞬時音圧を算出 

平面型 
正弦バースト波 

kPa オーダ 
利用しない 
振幅特性，位相特性 
1 MHz ～100 MHz [文献35)] 
任意に設定可能 

～ ～ ～
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ドロホンの感度を決定できる．
表 1に PTBと NPLが採用した 1次校正法の概要を示

す．両手法とも，MPaオーダの高音圧超音波が非線形
伝搬して生じる高調波を積極的に用いて広範囲の感度校
正を実現している．また両手法ともに NMIJが現在供給
している感度振幅特性の上限校正周波数（40  MHz）を
超えて校正が可能で，かつ感度振幅特性と感度位相特性
の両方を一度に校正できるという利点をもつ．次節以降
で PTBと NPLの 1 次校正法について概説し，最後に
NMIJの開発方針について述べる．

4. 2. 1 PTB：光学多層膜センサを用いる校正法
PTBは，図 6 に示す光学多層膜センサを用いたハイ

ドロホン感度の校正システムを開発し，基準ハイドロホ
ンの感度を 1 次校正している 23） -26）．光学多層膜センサ
は，平面ガラス基板上に屈折率の異なる 2種類の誘電材
料（高屈折率材：Nb 2O 5，低屈折率材：SiO 2）を交互に
19 層積層させた構造を有する．ガラス基板を除く多層
膜の厚さは約 1.9  μm，各層の光学的な膜厚（屈折率と
物理的な膜厚の積）は中間層（i  ＝ 10）において光の波
長λ Dの 1/2，残る 18 層でλ Dの 1/4 となるように設計さ
れている．このような構造により，センサは特定の波長
λ Dの光のみを透過させ，それ以外の波長の光を反射さ
せることができる．光学多層膜センサの音圧－電圧変換
係数の振幅特性を図 7に示す．多層膜の厚さが超音波波
長に対して十分薄いため，センサを校正した 1  MHz～
75  MHzの周波数範囲では厚み共振などの共振が発生し
ない．そのため多層膜センサの振幅特性，位相特性とも
ほぼ平坦になっている．
以下本校正法の原理について概説する．センサ上面か
ら He-Neレーザの光（波長λは約 633  nm）を入射角θ  in

で照射し，各層の境界面での多重反射により干渉した反
射光の強度を光検出器で検出する．センサ下部から超音
波を照射すると弾性変形によりセンサの物理的な膜厚と
屈折率が変化する．超音波の波長に比べて多層膜   †10 の
厚さが十分薄く，また軸方向歪 ∂w(z)/∂zが各層の内部
で均一だと仮定すれば，多層膜の i層における物理的な
膜厚 d iの変化Δd iは，

Δd i＝( ∂w――∂z ) 
i
d i＝－

p――
ρ iv i 2

d i, （5）

屈折率 n iの変化Δn iは，

 †10  誘電体からなる多層膜は光学的に等方，均質で吸収が
ない系と仮定する．

Δn i＝
1―2 n i

 3p 12,i( ∂w――∂z )
 i
＝ 1―2  n i 

3p 12,i  
p――
ρ iv i 2

  ,  （6）

と表現できる．ただし，pは超音波がセンサに照射され
た時にセンサ下部に発生する音圧，ρ  i，v i及び p 12,iはそ
れぞれ i層の密度，縦波速度及び光弾性係数である．ま
た i層中を光が伝搬する際の光の位相量φ  iは，

φ i＝
2π―λ n id i cosθ i , （7）

となる．ただし，θ iは光が i層を伝搬する時の光の入射
角である．式（5）～（7）より，センサの弾性変形により
生じる光の位相量変化によって各層での干渉条件が変化
するため，多層膜センサの光強度の反射率 Rが変化す
ることがわかる．この Rは特性マトリクス法を用いて
算出される 27）．多層膜の i層における特性マトリクスM i

は，

Mi＝[ cosφ  i 
j sinφ i ―――
γ  i

 ],  jγ i sinφ i  cosφ i,
 （8）

と表現できる．jは虚数単位である．γ  iは入射光の偏光
状態に依存した光学アドミタンスで，入射光が S偏光
の場合には，

γ  i＝√――ε 0―μ 0 n i cosθ i , （9）

P偏光の場合には，

γ i＝
√――――ε 0/μ 0 n i ――――

cosθ i
 , （10）

となる．ただしε 0 及びμ 0 は，真空中の誘電率及び透磁率
である．全 19 層からなる多層膜の特性マトリクスM

図 7 レーザ干渉計により絶対校正された光学多層膜セ
ンサの音圧－電圧変換係数の振幅特性（縦軸は
M  0  ＝ 1  V/Paを基準とし dB表記）．エラーバーは合
成標準不確かさを表す．［文献 24）より許可を得て
転載］

Reprinted with permission from J. Acoust. Soc. Am.115 (2004) 2892–2903. Copyright 2004, Acoustical Society of America.  
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は各層の特性マトリクスの積から，

M＝
19

Π 

i＝1
 M i＝[ m  11　m  12

m 21　m 22 ], （11）

となる．ガラス基板（i＝0）と水（i＝20）の光学アド
ミタンスをγ  0 及びγ 20 とすれば，多層膜センサの複素振
幅反射率 rは式（11）の行列要素を用いて，

r＝
γ 0m 11＋γ 0γ 20m 12－m 21－γ 20m 22――――――――――――γ 0m 11＋γ 0γ 20m 12＋m 21＋γ 20m 22

, （12）

と表される．rとその複素共役 r ＊を用いて，

R＝r・r ＊,  （13）

より Rが算出される．
しかし実際にはセンサの製造プロセスの影響により，
所望の膜厚の実現は難しい  †11．このため，θ  inを調整して
光路長を変化させ，Rの変化率が最大をとる角度でセン
サを動作させることで，多重反射による干渉光の光強度
変化に応じた瞬時音圧が得られる．センサを基準ハイド
ロホンに置き換え同一の実験条件でハイドロホン出力電
圧を測定すれば，基準ハイドロホンの感度の周波数特性
が得られる．なお本手法では，校正周波数はパルスの帯
域内であれば任意である．
この 1次校正法における課題として，多層膜の物理的
な膜厚が成膜時にばらつくためセンサ毎の個体差が大き
いこと，ならびにこの個体差を考慮してセンサを動作さ
せるためにθ inを任意の角度で精密に決定できる光学系
が必要なことが挙げられる．

4. 2. 2 NPL：非線形音場シミュレーションによる校正
法

NPLは，超音波の非線形伝搬を利用した音場シミュ
レーションによる校正システムを開発し，基準ハイドロ
ホンの感度を 1次校正している 28）．この方法では予め感
度振幅特性を 40  MHzまで絶対校正した基準ハイドロホ
ンを用い，100  MHzまでのハイドロホン感度の周波数
特性を校正する．
校正手順は大きく二つに分かれる．まず，非線形音場
中で基準ハイドロホンの出力電圧を測定する．5  MHz

の正弦バースト信号を振動子に入力すると，発生した超
音波は非線形伝搬により歪み，基準ハイドロホンの位置
においては 5  MHzを基本波（1次）として 100  MHz（20

 †11  文献 23）では He-Neレーザ の光（波長約 633 nm）だ
けが透過できるように多層膜を設計したが，作製した
多層膜は約 673  nm相当の膜厚であったと報告されて
いる．

次）程度までの高調波が観測される．校正周波数範囲と
校正周波数の間隔は，振動子の周波数特性や，入力信号
として設定した正弦バースト波の中心周波数に依存す
る．基準ハイドロホンを超音波の音軸方向に移動させな
がら出力電圧を測定し，各点で観測されるバースト波の
波形を 1 周期分切り出してフーリエ級数を計算すると，
音軸上におけるハイドロホン出力電圧のスペクトルの振
幅（図 8（a））と音圧振幅の空間分布（図 8（b））が基
本波及び高調波毎に得られる．
次に，ハイドロホン出力電圧測定時と同じ実験条件の
下，音軸上の音圧を数値的に予測する．音圧の計算に用
いる KZK  †12 の式は，流体の運動を記述する基礎方程式
に基づく非線形波動方程式を放物型近似した非線形微分
方程式である．指向性音源から放射される，有限ビーム
幅をもつ超音波の非線形伝搬は，KZKの式により，

∂ 2p―――∂z∂t′＝
c 0―2 ∇⊥

 2p＋ b―――2ρ 0 c  0 3
 
∂  3p――∂ t′ 3 ＋

β―――2ρ 0 c  0 3
 
∂ 2 p 2――∂t′ 2 , （14）

と記述される．ここで，∇ ⊥
 2 は超音波の音軸 zに垂直な

面内で径方向の 2 次元のラプラシアン，tは時間，pは
音圧，c  0 は媒質中の音速，t’＝t－z/c 0 である．また，ρ 0

は媒質の密度，bは音波吸収に関する係数，βは媒質の
非線形係数で，これら 3つのパラメータは媒質固有の物
理定数である  29）．KZKの式には適用範囲が存在し，音
源の寸法が波長に比べて十分大きく，音源近傍を除く音
軸に近い領域であれば良い近似が得られる 30）．シミュ
レーションの具体的な手順としては，KZKの式を空間
的・時間的に離散化し，有限差分法により単一周波数の
正弦波で駆動した時の音軸上における音圧振幅及び位相
の空間分布を計算する．KZKの式で求めた音圧振幅の
計算値（図 8（b）中の●）と，40  MHzまで感度の振幅
特性が校正された基準ハイドロホンによる音圧振幅の実
測値（図 8（b）中の×）を比較し，両者の差が最小と
なるように計算パラメータを更新し，ハイドロホンの測
定位置における複素振幅を最適化する．KZKの式から
予測した音圧とハイドロホン出力電圧の測定値から，基
本周波数 5  MHzにおける位相を基準としたハイドロホ
ン感度の位相特性が得られる．
この 1 次校正法における課題として，非線形音場シ
ミュレーションに用いる KZKの式の妥当性検証や，こ
の式の使用に起因する複素音圧の不確かさ評価の難しさ
が挙げられる．実験条件が KZKの式の適用範囲内にあ
るかを確かめ，適用範囲からの逸脱の程度に応じた不確

 †12  提案者の名前 Khokhlov，Zabolotskaya，Kuznetsovの
頭文字から．
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かさを考慮する必要がある．

4. 2. 3 NMIJ: 光ヘテロダインによる校正法
前節までに述べたように，ハイドロホン感度位相特性
の 1次校正法について調査した結果，先行手法の課題が
明らかになった．PTBの手法ではセンサの個体差に対
応できる光学系を構築して瞬時音圧を測定する必要があ
ることが分かった．また NPLの手法では数値計算に基
づいた校正方法であるため不確かさ評価の難しさが分
かった．NMIJが開発すべき 1次校正法としては先行手
法以外が望ましいと考え，PTBと NIMが開発している
1次校正技術である，光ヘテロダインによる感度位相特
性の校正技術に着目してさらに調査を行った．光ヘテロ
ダイン法は，周波数が異なる光同士の干渉により生じる
光ビート †13 信号から情報を取り出す計測手法で，レー
ザドップラ振動計（Laser Doppler vibrometer; LDV）等
で利用されている．光ヘテロダイン法の利点として，光
検出器の校正周波数範囲に比べて光ビート信号の周波数
変化が小さいため光検出器の周波数特性の校正が不要で
あること，超音波の音圧を光強度信号の周波数変化とし
て測定するため高精度な測定が実現できること等が挙げ
られる．
光ヘテロダインによるハイドロホン感度の校正法に関
する研究動向として，NIMは LDVを用いて感度振幅特
性を 40 MHzまで校正する技術を開発した 31） ，32）．PTB

はハイドロホン感度の振幅特性だけでなく位相特性も同
時に校正する技術を開発した  33） -35）．図 9 に PTBで開発
されたハイドロホン感度校正システムの概略図を示す．
音源信号として広帯域パルスを用い集束超音波を発生さ
せる．まず図 9 の 1.に示すように，水中を非線形伝搬
した超音波が水面に設置した薄膜に照射された時の薄膜
の振動変位ξ(t)を LDVで測定する．振動変位と瞬時音
圧の関係は，周波数領域で

P( f )＝ j2π fΞ( f )Z w――――――
T( f )

,  （15）

となるため，薄膜の振動変位から瞬時音圧を算出でき
る．ここで，Ξ( f )は周波数領域での薄膜の振動変位
（Ξ  ( f )＝F{ξ(t)}），Z wは水の特性音響インピーダンス，
T( f )は薄膜の超音波透過係数である．次に図 9 の 2.に
示すように，薄膜と同じ位置に被校正ハイドロホンを設
置する．ハイドロホンが全て浸かるまで水槽の水を増や
し，水面の高さ以外の条件を図 9 の 1.と揃えてハイド
ロホン出力電圧を測定することで，被校正ハイドロホン

 †13 周波数の差に等しい，“光のうなり”のこと．

の感度の周波数特性が算出される．なお本手法では，任
意の周波数でハイドロホン感度の周波数特性を校正でき
る利点をもつ．
前述した表 1 には，NMIJが開発を予定しているハイ
ドロホン感度位相特性の 1 次校正法も併せて示してい
る．光ヘテロダイン法に関する先行研究では，図 9のよ
うに LDVを用いて瞬時音圧を測定しているが，NMIJ

では自ら光学干渉計を構築する予定である．これによ
り，本手法による校正の不確かさの低減に取り組む時や
校正周波数の範囲拡張を行う時に，光学系の改良が容易
に行えるようになる．
また音源として用いる振動子の種類と入力信号に関し

図 8 超音波音軸上におけるハイドロホン出力電圧のスペ
クトル振幅及び音圧振幅の空間分布（横軸はいずれ
も音源の振動面を 0  mmとした時の音軸上の距離）；
（a）ハイドロホン出力電圧のスペクトル振幅の空
間分布の実測値（基本波（5  MHz）から 7 次高調波
（35  MHz）まで），（b）音圧振幅の空間分布（基本
波（5  MHz）から 4 次高調波（20  MHz）まで）．図
中の×は感度が既知のハイドロホンによる実測値，
●は非線形音場シミュレーションによる予測値を表
す［文献 28）より許可を得て転載］．

© Queen’s Printer and Controller of HMSO, 2007. Reproduction with Permission. 

(a) 

(b) 

342AIST Bulletin of Metrology　Vol.10, No.3 June　2021

千葉裕介



ては，NMIJでは平面型振動子に正弦バースト波を入力
し，平面波音場を形成してハイドロホン感度を校正す
る．これは式（15）が平面波音場を仮定しているためで
ある．これに対し先行研究においては集束型振動子に広
帯域パルスを入力している．この理由は，入力信号に高
調波成分を多く含むため一度の測定で広い周波数帯域を
校正可能なこと，またインパルス形状に近いため各周波
数成分の位相が揃っていることである．しかし，広帯域
パルスは同じ電圧振幅をもつ正弦バースト波に比べる
と，入力信号に含まれる高調波成分毎の信号エネルギー
が次数の増加に伴い低下する欠点がある．このため，超
音波をハイドロホンで受波した際の出力信号は，主に
S/Nの低下により高周波領域で不確かさが増大すると
報告されている  35）．そこで NMIJでは，高周波領域に共
振周波数を有する振動子を用いて単一周波数の超音波を
発生させることで 38），ハイドロホン出力信号の高周波領
域での S/N改善に取り組む．NMIJでは現時点における
目標として，位相の校正値の測定不確かさを最大±10°
以内とし 34），40  MHzまで校正できる技術の開発をめざ
す．

4. 3 ハイドロホン感度位相特性の 2 次校正法
ハイドロホン感度の 2次校正では，同じ音圧の超音波
を基準ハイドロホンと被校正ハイドロホンに照射し，出
力電圧を計測する．このとき，使用するハイドロホン以
外の条件が揃っていれば，被校正ハイドロホンと基準ハ
イドロホンの感度比は被校正ハイドロホンと基準ハイド
ロホンの出力電圧比だけで表される．この出力電圧比と
基準ハイドロホンの感度校正値を用いることで被校正ハ
イドロホンの感度が校正される．
表 2に PTBと NPLが採用した 2次校正法の概要を示

す．校正周波数範囲はどちらも1  MHz～40  MHzであり，

また表 1に挙げた 1次校正法と同様にハイドロホン感度
の振幅特性と位相特性を一度に校正できる．NPLでは 1
次校正法と同様に非線形伝搬により歪んだ集束音場で校
正を行う．一方 PTBは超音波の非線形伝搬は利用せず，
平面波音場で校正を行う．次節以降で PTBと NPLの 2
次校正法について概説し，最後に NMIJの開発方針につ
いて述べる．

4. 3. 1 PTB: Heterodyne time delay spectrometry 法 
PTBでは，Heterodyne time delay spectrometr y 

（HTDS）法によるハイドロホン感度の比較校正法を開
発している  25） ，36）．本手法によるハイドロホン感度の振幅
特性と位相特性の校正の不確かさの一例を表 3 に示す．
感度位相特性の校正の不確かさは周波数に依存し，この
例では最大±25.0°である．校正周波数の範囲と校正周波
の間隔は任意に設定できる．

図 9 PTBが開発した，レーザドップラ振動計を用いるハイ
ドロホン感度周波数特性の校正システムの概略図．

表 2　ハイドロホン感度位相特性の 2次校正法の概要

PTB NPL NMIJ

校正原理の概要 周波数掃引された超音波を受波

するタイミングで狭帯域フィル

タを動作させ，直接波のみの出

力電圧スペクトルを測定 

非線形伝搬により歪んだ超音波をハ

イドロホンで受波し，基本波の整数

倍の出力電圧スペクトルを測定 

周波数が異なる複数の正弦バース

ト波を並べた信号を用いて両バー

スト波の時間差から位相を測定 

振動子形状 平面型 集束型 平面型 
振動子入力信号 チャープバースト波 正弦バースト波 正弦バースト波を複数並べた信号 

超音波音圧の大きさ kPaオーダ MPaオーダ kPaオーダ 

超音波の非線形伝搬 利用しない 利用する 利用しない 
校正項目 振幅特性，位相特性 振幅特性，位相特性 位相特性 

各原理の校正周波数範囲 1 MHz – 40 MHz [文献25)] 1 MHz – 40 MHz [校正証明書に記載] 1 MHz – 40 MHz 
校正周波数の選択 任意に設定可能 正弦バースト波の中心周波数に依存 任意に設定可能 

～ ～ ～
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本手法では，フィルタ回路などの周波数特性を計測で
きる機器であるベクトルネットワークアナライザ
（VNA）を用い，同期検波の原理によりハイドロホン出
力電圧の振幅スペクトルと位相スペクトルを計測してい
る．図 10（a）に本手法の校正装置の概略図を示す．本
手法では，振動子とハイドロホンを一つの系とみなし，
その系の周波数特性をハイドロホン出力電圧スペクトル
として計測する．使用するハイドロホン以外の条件を揃
えて被校正ハイドロホンと基準ハイドロホンの出力電圧
スペクトルを計測すれば，これらの系の周波数特性の違
いはハイドロホン感度の周波数特性の違いとして表され
る．被校正ハイドロホンと基準ハイドロホンの出力電圧
スペクトルの比を計測することで，被校正ハイドロホン
の感度の周波数特性が校正できる．
本手法の動作原理について詳しく説明する．振動子か
ら照射される超音波は水中を時間Δt＝l/c（l；振動子の
振動面とハイドロホンの受波面間の距離，c：水の音速）
で伝搬し，ハイドロホンで受波される．本手法は，時間
とともに周波数が線形に変化する，線形チャープバース
ト信号（以降，チャープ信号と呼ぶ）を用いているため，
ある瞬間のハイドロホン出力信号の周波数は，その瞬間
の振動子入力信号（図 10 （b） -①）の周波数に対してΔ  f

だけシフトする（図 10 （b） -②）．ただし，

Δ f＝ f stop－f start――――
t s

 
l―
c

, （16）

であり，t sはチャープ信号の周波数が f startから f stopまで
変化する時間である．ハイドロホン出力信号には，振動
子からハイドロホンに直接到達する直接波（図 10 （b） -

②）だけでなく，水槽壁面からの反射波（図 10 （b）  -③）
も含まれており，誤差要因となる．そこで，VNAに内
蔵されている狭帯域のバンドパスフィルタを任意の時刻
で帯域を変えながら動作させ，受信信号から特定の伝搬
経路の信号成分だけを取り出す．ハイドロホン出力信号
から直接波だけを計測するには，直接波の到達時刻Δt

における直接波と振動子入力信号との周波数差がΔfで
あることを利用する．周波数シフトΔfを振動子入力信
号の周波数に加えることで，VNAの入力ポート Bに内
蔵された狭帯域フィルタは出力ポート Aからチャープ
信号を送信した時刻からΔt後に動作し，ハイドロホン
出力信号から直接波だけが計測される．
ここで，同期検波の原理で出力電圧を計測するために
チャープ信号に加える周波数シフト量を f  LOとすれば，
VNAの出力ポート Aから送信されるチャープ信号の周
波数範囲は f  LO＋f startから f LO＋f stopとなる．この信号と外
部発振器 O 2 の正弦波信号（周波数：f LO－Δf）をミキ

サ †14 で混合し，出力された信号を振動子に入力して超
音波を発生させる．混合信号には 2つの信号の和と差の

 †14   混合器．入力された 2つの信号を乗算した信号が出力
される．

図 10 Heterodyne time delay spectrometry法の測定原理 ;
（a）測定系の概略図，（b）送信ポート A出力信号，
受信ポート B入力信号，基準ポート R入力信号，及
び振動子入力信号の時間－周波数関係．ポート Bと
Rの信号は時間Δtから t  sの範囲で重なっている．

表 3 HTDS法によるハイドロホン感度の校正の不確かさ
の一例．ハイドロホン感度振幅特性は相対拡張不確
かさ，感度位相特性は拡張不確かさを表す（境界と
なる周波数における不確かさは，大きい不確かさの
値を採用する）．

周波数範囲 (MHz) 感度振幅特性 (%) 感度位相特性 (°) 
2　5 13.4 15.9
5　12 10.5 8.8
12　20 10.0 13.0
20　30 10.4 19.1
30　40 11.5 25.0

～

～

～

～

～
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周波数成分を含むが，和の周波数で発生できる超音波音
圧は差の周波数の時と比べて十分小さい．このため，振
動子から発生する超音波は差の周波数成分に対応する
f  start ＋Δfから f stop＋Δfの周波数範囲をもつ．この超音波
を受波し，得られるハイドロホン出力電圧を VNAの入
力ポート Bで計測する．また反射波の除去に必要な基
準信号は，基準ポート Rの入力信号（周波数範囲 : f start

から f stop）とする．この信号は，ポート Aの信号と外部
発振器 O 1 の正弦波信号（周波数 : f LO）を混合し，ロー
パスフィルタを通過した混合信号の差の周波数成分に対
応する．VNAと外部発振器 O 1，O 2 の位相が揃った状態
で，基準ハイドロホンと被校正ハイドロホン各々につい
て入力ポート Bと基準ポート Rの信号比 B/Rを計測し，
両ハイドロホンの比をとることで，信号の周波数が重
なっている範囲（f  start＋Δfから f  stop）における被校正ハ
イドロホンの感度の周波数特性を校正できる．
この 2次校正法の課題として，広帯域パルスの場合と
同様に超音波信号のエネルギーが周波数軸上に分散して
1 周波数当たりに含まれるエネルギーが低下するため，
感度校正の不確かさを増大させることが挙げられる．

4. 3. 2 NPL: Multiple frequency 法
NPLでは，Multiple frequency法によるハイドロホン

感度の比較校正法を開発している  37）．図 5（b），（c）に
示したハイドロホン感度は，NPLが本手法により校正
したものである．本手法によるハイドロホン感度の振幅
特性と位相特性の校正の不確かさの一例を表 4 に示す．
NPLの校正証明書に記載されている感度位相特性の校
正の不確かさは，1  MHz～40  MHzの周波数範囲で一定
であり相対拡張不確かさは±3％である．
本手法では，1次校正法と同様に振動子からMPaオー

ダの超音波を発生させ，非線形伝搬により図 11（a）の
ように歪んだ信号をハイドロホンで受波する．計測され
るハイドロホン出力電圧の振幅スペクトルには図11（b）
に示すように基本周波数の整数倍（n＝2，3，…）の高
調波成分が多数含まれ，そのスペクトルの振幅は高調波
の次数nの増加とともに約1/nで減少する．本手法では，
校正周波数範囲内における感度位相特性の傾きが一定と
みなせる基準ハイドロホンを用いる．これにより基準ハ
イドロホンの感度位相特性に起因する時間遅れτ  0 は周波
数 fに依らず一定となる．使用するハイドロホン以外の
条件を揃え，同じ音圧の超音波を基準ハイドロホンと被
校正ハイドロホンに照射して出力電圧を計測する．この
スペクトルをそれぞれ U ref( f )，U test( f )とすれば，被校
正ハイドロホンの感度位相特性 arg{M test( f )}は，

arg{M test( f )}＝arg{ U test( f )―――
U ref( f ) }＋2π fτ 0, （17）

より，基本周波数の整数倍の周波数におけるハイドロホ

図 11 非線形伝搬により歪んだトーンバースト信号 ;（a）
ハイドロホン出力信号，（b）ハイドロホン出力電圧
スペクトル［文献 37）より許可を得て転載］．

Reprinted with permission from J. Acoust. Soc. Am. 87 (1990) 2231–2243. Copyright 1990, Acoustical Society of America.  

表 4 Multiple frequency法によるハイドロホン感度の校正の
不確かさの一例．いずれも相対拡張不確かさを表す．

周波数範囲 (MHz) 感度振幅特性 (%) 感度位相特性 (%) 
1　8 ±6 ±3
9　12 ±7 ±3
13　16 ±8 ±3
17　20 ±11 ±3
21　30 ±12 ±3
31　40 ±15 ±3

～

～

～

～

～

～
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ン感度の位相特性が得られる．校正周波数の範囲と校正
周波数の間隔は，振動子の周波数特性や入力信号として
設定した正弦バースト波の中心周波数に依存する．
この 2次校正法の欠点として，超音波の非線形伝搬を
利用して校正するため校正可能な周波数が基本周波数の
整数倍に限られることや，校正する周波数の間隔や範囲
を自由に決められないこと，ならびに高調波を利用する
ため高周波域で S/Nが低下すること等が挙げられる．

4. 3. 3  NMIJ：正弦バースト波を複数並べた信号を用
いる校正法

前節までに述べた先行手法に関する調査結果を踏ま
え，NMIJが開発予定の 2 次校正法では，振動子の入力
信号として周波数が異なる複数の正弦バースト波を時間
軸上に並べた波形の利用が好都合ではないかと考えるに
至った．本手法の利点として，各バースト波の間隔を非
常に短くすることで超音波の伝搬時間は測定中不変と見
なせるので，水温変化や外部振動の影響を受けやすい伝
搬時間の測定が不要になることに加え，単一周波数の利
用で高周波領域での S/N改善が図れる点が挙げられる．
HTDS法は上記 1つ目の利点をもつが，2つ目の利点を
もたない．さらに本手法は校正周波数を任意に設定でき
る．欠点として，本手法は先行手法と比べて測定の繰り
返し回数が多くなり測定時間が長くなる点が挙げられ
る．
本手法の概念を説明するため，一例として周波数が異
なる 2つの正弦バースト波を並べた場合を想定し，振動
子入力信号とハイドロホン出力信号の関係を図 12 に示
す．最初のバースト波は基準周波数 f rの信号（基準信号
と呼ぶ）である．基準周波数の選択は任意だが，診断装
置から照射される広帯域超音波の中心周波数と考えれば
よい．次のバースト波は測定周波数 f mの信号（測定用
信号と呼ぶ）であり，ハイドロホン感度の位相特性を求
めたい周波数（ただし広帯域超音波の中心周波数以外の
周波数を選択する）になる．本手法では，ハイドロホン
感度の位相特性を，基準周波数 f  rに対する測定周波数 f  m

での相対値として求める．振動子の入力信号において両
バースト波の間には既知（測定者が設定）の時間差 T in

があり（図12（a）），ハイドロホンの出力電圧には両バー
スト波の間に時間差 T outが観測されるものとする（図
12（b））．T  inと T outの時間差は，①振動子の入出力特性
に起因する時間差τ  1 と②ハイドロホンの感度位相特性に
起因する時間差τ  2 からなる．①はハイドロホンに依存し
ないが，②は個々のハイドロホン感度の位相特性に依存
する．そこでハイドロホンを 2つ用意し，感度の位相特

性が既知の基準ハイドロホンを R，未知のハイドロホン
を T（両バースト波の時間差 T ’ out，ハイドロホン Tの感
度位相特性に起因する時間差τ’ 2）とすれば，ハイドロホ
ンRとTの差T out－T ’ outをとることにより①が相殺され，
ハイドロホン Tの感度の位相特性②が得られる（図 12
（c））．表 2 には，NMIJが開発予定のハイドロホン感度
位相特性の 2次校正法も併記されている．NMIJでは本
手法の開発に当たり，位相の校正値の測定不確かさを最
大±25°以内とし 25），40 MHzまでの周波数範囲で校正で
きる技術の開発をめざす．

5．まとめ

超音波診断装置を取り巻く現状について調査した結
果，診断時の安全性確保と性能向上の両立が喫緊の課題
であり，診断用広帯域超音波の瞬時音圧をこれまで以上
に精密に測定できる新たな技術が必要とされていること
が分かった．このニーズに応えるために NMIJが取り組
むべき2つの技術的課題が明らかになった．具体的には，
ハイドロホン感度の周波数特性の影響を考慮した広帯域
超音波瞬時音圧の精密測定技術（精密法）の開発，及び

図 12 NMIJが開発予定のハイドロホン感度位相特性の 2
次校正法の概要．（a）振動子の入力信号，（b）基準
ハイドロホン Rの出力信号，（c）被校正ハイドロホ
ン Tの出力信号．
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ハイドロホン感度位相特性の校正技術の開発であり，こ
れらについて更に調査を進めた．
精密法の開発では，精密法で用いる信号処理が瞬時音
圧の測定値に及ぼす影響を定量的に明らかにする必要が
あることが分かった．評価すべき信号処理の技術要素と
して，ハイドロホン感度の振幅特性と位相特性の校正値
に対する補間や周波数フィルタリングに加え，先行研究
では未検討であった感度の高周波領域における外挿が挙
げられた．今後は上記 3つの信号処理法が，超音波の安
全性指標の算出に用いる波形パラメータにどのように影
響を及ぼすのか系統的かつ定量的に評価する予定であ
る．瞬時音圧の算出値の不確かさが最小となる信号処理
法の提案をめざす．さらに，ハイドロホン感度の振幅特
性から位相特性を推定できる，最小位相法の適用条件や
不確かさ評価についても検討を進めていく．
ハイドロホン感度位相特性の校正技術の開発では，現
在 PTBと NPLのみで供給されている感度位相特性の校
正技術の課題を踏まえ，NMIJでは 1次校正法として光
ヘテロダインによる感度校正法，2次校正法として正弦
バースト波を複数並べた信号を用いる校正法の開発に着
手する予定である．
3章で述べたように，精密法の開発はハイドロホン感

度の振幅特性，位相特性の校正が前提となっている．し
かしながら我が国の超音波診断装置メーカは，精密法の
速やかな開発を要望している．このため NMIJでは精密
法の技術開発を優先的に進め，追ってハイドロホン感度
位相特性の校正技術の開発にも着手する予定である．
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